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公正取引委員会と中小企業庁はインフレが進む中で適正な価格転嫁を進めるため、下請法を見直す議論

を始めています。早ければ年内にも改正案をまとめ、来年の通常国会へ提出する予定です。 
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下
請
法
が
優
越
的
地
位
の
濫
用
を 

効
果
的
に
規
制 

早
け
れ
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年
内
に
改
正
案 

構
造
的
な
価
格
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嫁
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現
に
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け
た
下
請
法
改
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政
府
は
、
新
た
な
商
慣
習
と
し
て
、
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
全
体
で
適
切
な
価
格
転
嫁
を
定
着
さ

せ
る
「
構
造
的
な
価
格
転
嫁
」
の
実
現
を
図
っ
て

い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
い
う
問
題
意
識
の

下
＊

、
７
月
に
有
識
者
に
よ
る
研
究
会
を
立
ち
上

げ
、
下
請
法
を
見
直
す
議
論
を
始
め
ま
し
た
。 

＊
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
２
０
２
４
」（
２
０
２
４
年

６
月
21
日
閣
議
決
定
） 

そ
も
そ
も
下
請
法
は
、
独
占
禁
止
法
を
補
完

す
る
法
律
と
し
て
制
定
さ
れ
ま
し
た
。
独
占
禁 

                   

止
法
は
、
取
引
上
の
地
位
が
優
越
し
て
い
る
発

注
者
が
、
取
引
の
相
手
に
対
し
、
正
常
な
商
慣
習

に
照
ら
し
て
不
当
に
不
利
益
を
与
え
る
こ
と
を

禁
止
し
て
い
ま
す
（
図
表
１
）
。 

た
だ
し
、
独
占
禁
止
法
に
よ
る
規
制
で
は
個

別
の
認
定
に
長
い
期
間
が
か
か
っ
て
し
ま
い
ま

す
。
そ
こ
で
、
下
請
法
に
よ
っ
て
、
あ
ら
か
じ
め

一
定
の
取
引
を
対
象
と
し
、
資
本
金
区
分
を
定

め
て
、
規
制
対
象
に
当
て
は
ま
る
取
引
の
発
注

者
（
親
事
業
者
）
を
「
優
越
的
地
位
に
あ
る
」
も

の
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
で
、
下
請
取
引
に
か

か
わ
る
親
事
業
者
の
不
当
な
行
為
を
迅
速
か
つ

効
果
的
に
規
制
し
て
い
ま
す
（
図
表
２
）
。 

  

こ
の
下
請
法
も
主
要
な
改
正
が
行
わ
れ
て
か

ら
約
20
年
が
経
過
し
て
い
ま
す
。
現
在
の
経
済

実
態
へ
の
対
応
や
、
今
後
想
定
さ
れ
る
「
物
価
や

賃
金
が
構
造
的
に
上
が
っ
て
い
く
経
済
社
会
」

で
の
取
引
環
境
の
整
備
と
い
う
観
点
か
ら
も
、

法
改
正
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い

か
、
と
い
う
の
が
政
府
の
問
題
意
識
で
す
。 

主
な
論
点
は
図
表
３
の
通
り
で
す
。
ま
ず
、
コ

ス
ト
上
昇
下
で
の
取
引
価
格
据
え
置
き
の
是
正

で
す
。
近
年
の
コ
ス
ト
上
昇
局
面
に
お
い
て
、
価

格
へ
の
反
映
の
必
要
性
を
明
示
的
に
協
議
せ
ず

に
価
格
を
据
え
置
く
な
ど
、
一
方
的
に
受
注
者

（
下
請
事
業
者
）
の
経
営
を
圧
迫
す
る
よ
う
な

価
格
設
定
を
ど
う
規
制
す
る
か
。
ま
た
、
金
型
の

無
償
保
管
や
知
的
財
産
の
無
償
提
供
を
求
め
る

行
為
に
つ
い
て
、
下
請
法
や
優
越
的
地
位
の
濫

用
に
か
か
わ
る
考
え
方
を
整
理
す
る
必
要
が
あ

る
の
で
は
な
い
か
。
支
払
い
手
段
と
し
て
の
約

束
手
形
な
ど
を
用
い
る
こ
と
に
よ
り
、
発
注
者

が
受
注
者
に
資
金
繰
り
に
か
か
わ
る
負
担
を
求

め
る
商
習
慣
を
ど
う
考
え
る
か
。
他
に
も
、「
下

請
」
と
い
う
用
語
が
発
注
者
と
受
注
者
が
対
等

な
関
係
で
な
い
と
い
う
語
感
を
与
え
る
の
で
、

見
直
し
が
必
要
と
の
指
摘
も
あ
り
ま
す
。 

                

早
け
れ
ば
年
内
に
も
研
究
会
で
改
正
案
が
ま

と
め
ら
れ
、
来
年
の
通
常
国
会
へ
提
出
す
る
予

定
で
す
。
研
究
会
に
は
連
合
か
ら
も
委
員
と
し

て
参
画
し
て
い
ま
す
。
電
機
連
合
も
議
論
内
容

を
注
視
し
、
必
要
で
あ
れ
ば
、
連
合
な
ど
を
通
じ

た
意
見
提
起
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。 

■図表１ 優越的地位の濫用 

 
 

 

 

 

 

 
 

■図表２ 下請法の適用となる取引 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
出所：企業取引研究会資料より 

■図表３ 下請法改正の主な論点 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：企業取引研究会資料をもとに電機連合作成 

・コスト上昇下での取引価格据え置きの是正 

・下請け企業への金型の無償保管押しつけ解消 

・約束手形などによる支払いの使用制限 

・荷主と運送業者の関係も下請法の範囲に 

・「下請」の名称見直し 

・執行に関する省庁間の連携体制 

「構造的な価格転嫁」の実現に向けて 

下請法を20年ぶりに本格改正 


